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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第76期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第75期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 8,137 4,303 30,373

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
561 △696 1,676

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 282 △765 124

純資産額（百万円） 12,018 10,812 11,644

総資産額（百万円） 25,812 21,827 24,340

１株当たり純資産額（円） 950.21 854.93 920.79

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（円）
22.30 △60.53 9.86

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 46.6 49.5 47.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
212 476 319

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△218 △378 △1,321

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△63 △64 846

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 2,693 2,577 2,542

従業員数（人） 1,092 1,103 1,088

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、第75期第１四半期連結累計（会計）期間

及び第75期は潜在株式がないため、記載しておりません。第76期第１四半期連結累計（会計）期間について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在していないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,103(43)

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。

２．臨時従業員には、パートタイマーが含まれております。

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 847 (43)

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

２．臨時従業員には、パートタイマーが含まれております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

半導体事業（百万円） 1,136 35.4

電源機器事業（百万円） 1,905 42.0

合計（百万円） 3,041 39.2

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）　

半導体事業 953 28.1 1,670 43.5

電源機器事業 2,650 54.1 4,734 67.6

合計 3,603 43.5 6,405 59.1

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）　

半導体事業（百万円） 1,453 43.7

電源機器事業（百万円） 2,850 59.3

合計（百万円） 4,303 52.9

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

    　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年度後半から米国発の金融危機の影響を大きく受けて激変

し、引き続き大変厳しい状況が続きました。一部には底入れの兆候が見え出したとはいうものの、本格的な景気回復

に向けた動きは鈍く、失業率の悪化が続く雇用情勢や個人消費の冷え込みなど不安定な要素が多い状況にありま

す。

　このような環境の中、当社におきましては、主要な需要業界である半導体・電子部品・自動車・造船等の各業界及

び関連分野における設備投資抑制によるマイナスの影響を業績面で強く受ける結果となりました。半導体事業にお

いては、前年度末に不採算事業からの縮小・撤退を決定し受注先を絞り込んだことに加え、従来収益の柱となって

いた一般モジュールの受注が依然として低迷し、全般的に受注回復の兆しは見えずに終わりました。電源機器事業

においては、前期後半における受注不足から当第１四半期連結会計期間の売上の進捗状況は当初の計画以上に厳し

いものとなりました。特に直流電源の大型受注物件がほとんど無かったこと、表面処理用電源・溶接機などの売上

が伸び悩んだこと等が大きく影響いたしました。

　その結果、売上高は、43億３百万円（前年同期比47.1%減少）となり、固定費削減を中心とするコスト削減・合理化

策を期初から順次進めてきたものの、売上減少の影響が大きく、営業損失は７億６千５百万円（前年同期は営業利

益５億６千４百万円）、四半期純損失は７億６千５百万円（前年同期は四半期純利益２億８千２百万円）と大幅な

減収、赤字決算となりました。なお、ヨーロッパにおける非連結子会社に関しまして、将来の採算性を慎重に検討し

た結果、この度清算することを決定しましたので、特別損失として８千１百万円を計上いたしました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（a）半導体事業

当事業においては、今期に入り不採算事業を縮小・撤退したことが売上減少の主たる要因となっていますが、

そのほかに在庫調整が続いているＩＰＭや一般モジュールの売上が低迷したことにより、売上高は14億５千３百

万円（前年同期比56.3%減少）、営業損失は４億１千１百万円（前年同期は営業利益７千４百万円）となりまし

た。

（b）電源機器事業

当事業においては、デジタルシネマ用電源（北米向け）と官公庁向けインバータの一部製品を除くと、全般的

に受注・売上ともに低迷いたしました。特に企業の設備投資抑制による表面処理用電源・溶接機の落ち込みが激

しく、売上高は28億５千万円（前年同期比40.7%減少）、営業損失は３億５千３百万円（前年同期は営業利益４億

８千９百万円）となりました。

　

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（a）日本

　昨年来からの金融危機の影響が根強い当地域においては、在庫調整や企業の設備投資抑制などの要因により大

幅な減収、減益となり売上高は37億４千８百万円（前年同期比52.0%減少）、営業損失は７億７千７百万円（前年

同期は営業利益５億６千８百万円）となりました。

 

（b）北米地域

　景気回復の兆しが見えず経済状態の低迷が続く中、当地域においては溶接機が堅調に推移したものの、売上高は

５億５千６百万円（前年同期比14.3%減少）となりました。また、営業利益は経費削減に努めたものの売上高の減

少及び売上原価の悪化等が影響し、４百万円（前年同期比88.9%減少）となりました。

 

（c）アジア地域

　景気回復の兆しがみられた当地域においては、整流器が好調に推移し溶接機の落ち込みをカバーしたものの、売

上高は７億２千２百万円（前年同期比33.6%減少）となり、売上高の減少や仕入原価率の悪化による収支の圧迫

により営業損失は６千１百万円（前年同期は営業損失１千４百万円）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、売上債権の減少19億９

千８百万円、棚卸資産の減少８億６千５百万円などが増加要因として寄与し、税金等調整前四半期純損失７億７千

２百万円などの減少要因があり、結果として、25億７千７百万円となりました。

 

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動において４億７千６百万円（前年同期比124.3%増加）の資金の流入となりました。これは主に税金等

調整前四半期純損失７億７千２百万円、減価償却費１億９千万円、売上債権の減少19億９千８百万円、棚卸資産の

減少８億６千５百万円、仕入債務の減少20億５千万円などがあったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動において３億７千８百万円（前年同期比73.0%増加）の資金の流出となりました。これは主に有形固定

資産の取得による支出１億４千９百万円、無形固定資産の取得による支出２億３千万円があったことによるもの

であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動において６千４百万円（前年同期比1.4%増加）の資金の流出となりました。これは主に配当金の支払

額６千３百万円によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間中に、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更は

ありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億８千２百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動の状況に重要な

変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　  当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,600,000

計 42,600,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,650,000 12,650,000
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株　

計 12,650,000 12,650,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　  該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

－ 12,650,000 － 2,264 － 2,188

（５）【大株主の状況】

　  　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま せ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有)

普通株式　　  3,000
－

単元株式数

1,000株　

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,642,000 12,642 同上

単元未満株式 普通株式　　　5,000 － －

発行済株式総数 12,650,000 － －

総株主の議決権 － 12,642 －

 

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三社電機

製作所

大阪市東淀川区西

淡路三丁目１番56

号

3,000 － 3,000 0.02

計 － 3,000 － 3,000 0.02

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

 
５月

 
６月

最高（円） 435 579 720

最低（円） 372 382 560

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　　  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,577 2,542

受取手形及び売掛金 5,247 7,218

商品及び製品 1,943 2,652

仕掛品 1,140 1,273

原材料及び貯蔵品 1,453 1,454

その他 1,169 1,188

貸倒引当金 △18 △26

流動資産合計 13,513 16,304

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,248

※1
 2,154

土地 2,785 2,785

その他（純額） ※1
 1,409

※1
 1,490

有形固定資産合計 6,444 6,430

無形固定資産

その他 876 638

無形固定資産合計 876 638

投資その他の資産

その他 993 966

投資その他の資産合計 993 966

固定資産合計 8,314 8,035

資産合計 21,827 24,340

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,869 4,865

短期借入金 2,985 2,979

1年内返済予定の長期借入金 500 500

未払法人税等 29 69

その他 3,177 2,853

流動負債合計 9,562 11,268

固定負債

長期借入金 600 600

退職給付引当金 237 187

未払役員退職慰労金 476 501

その他 138 138

固定負債合計 1,452 1,427

負債合計 11,015 12,695
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,264 2,264

資本剰余金 2,188 2,188

利益剰余金 6,466 7,294

自己株式 △2 △2

株主資本合計 10,917 11,745

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 51 52

為替換算調整勘定 △156 △153

評価・換算差額等合計 △105 △100

純資産合計 10,812 11,644

負債純資産合計 21,827 24,340
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 8,137 4,303

売上原価 6,496 4,163

売上総利益 1,640 140

販売費及び一般管理費 ※1
 1,076

※1
 906

営業利益又は営業損失（△） 564 △765

営業外収益

受取利息 2 0

受取配当金 4 1

受取賃貸料 6 6

為替差益 － 58

その他 9 20

営業外収益合計 21 87

営業外費用

支払利息 16 14

その他 8 4

営業外費用合計 25 18

経常利益又は経常損失（△） 561 △696

特別利益

その他 3 7

特別利益合計 3 7

特別損失

固定資産廃棄損 20 2

関係会社整理損 － 81

その他 0 －

特別損失合計 21 84

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

542 △772

法人税、住民税及び事業税 407 24

法人税等調整額 △147 △31

法人税等合計 260 △7

四半期純利益又は四半期純損失（△） 282 △765
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

542 △772

減価償却費 207 190

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △7

未払役員退職慰労金の増減額（△は減少） △6 △24

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14 50

受取利息及び受取配当金 △6 △2

支払利息 16 14

関係会社整理損 － 81

売上債権の増減額（△は増加） 506 1,998

たな卸資産の増減額（△は増加） △35 865

仕入債務の増減額（△は減少） △397 △2,050

その他 128 199

小計 966 542

利息及び配当金の受取額 5 3

利息の支払額 △15 △13

法人税等の支払額 △744 △56

営業活動によるキャッシュ・フロー 212 476

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △217 △149

無形固定資産の取得による支出 － △230

その他 △0 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △218 △378

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △63 △63

その他 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △63 △64

現金及び現金同等物に係る換算差額 34 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △35 35

現金及び現金同等物の期首残高 2,729 2,542

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,693

※1
 2,577

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

四半期報告書

14/25



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
  （自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日）

（１）たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）を適

用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更しております。これに

より、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

は、それぞれ46百万円減少しております。なお、セグメント

情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

（２）リース取引に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号 （平成６年１月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を早期

適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リー

ス資産として計上しております。また、リース資産の減価償

却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

して算定する方法によっております。なお、リース取引開始

日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を引き続き採用しております。なお、この変更による影

響は軽微であります。

　

（３）在外子会社の収益及び費用の本邦通貨への換算の基

準の変更

　在外子会社の収益及び費用は、従来子会社の決算日の直物

為替相場により円貨に換算しておりましたが、当第１四半

期連結会計期間から期中平均相場により円貨に換算する方

法に変更しております。この変更は、在外子会社の重要性が

増してきたことや、連結決算日の為替相場の変動により損

益の状況が正しく表示されない可能性があることから、変

動の少ない平均の為替相場を用いることにより、より実情

に即した換算をするために行ったものであります。

　なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

──────
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、12,974百万円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、11,612百万円で

あります。

　２．債権流動化による受取手形譲渡額（譲渡額面652百万

円）のうち留保された金額は次のとおりでありま

す。

 136百万円

　２．債権流動化による受取手形譲渡額（譲渡額面909百万

円）のうち留保された金額は次のとおりでありま

す。

 156百万円

　３．保証債務

従業員の金融機関等からの借入に対し債務保証を

行っております。

 27百万円

　３．保証債務

従業員の金融機関等からの借入に対し債務保証を

行っております。

 28百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

運賃荷造費 158百万円

給与手当 359百万円

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

給与手当 334百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１．平成20年６月30日現在で、現金及び現金同等物の四

半期末残高は四半期連結貸借対照表の現金及び預金勘定と

一致しております。

※１．平成21年６月30日現在で、現金及び現金同等物の四

半期末残高は四半期連結貸借対照表の現金及び預金勘定と

一致しております。
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  12,650千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  3千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 63 5  平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金

 

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年6月30日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年6月30日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年6月30日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

        （単位：百万円）
  半導体事業  電源機器事業  計  消去又は全社  連結

売上高                          

(1)外部顧客に対する売上

高
 3,328 4,809 8,137 －  8,137

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
 －  －  －  －  －

計  3,328 4,809 8,137 －  8,137

営業利益  74 489 564 －  564

　（注）１．事業区分の方法

　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

半導体事業

パワーＩＧＢＴモジュール、パワーＭＯＳＦＥＴモジュール、ＩＰＭ（インテリジェン

ト・パワー・モジュール）、パワートランジスタ、ダイオード、サイリスタ、トライアッ

ク

電源機器事業

直流電源、金属表面処理用電源、交流無停電電源装置、電動機制御用電源、電気炉用電

源、調光装置、光源機器用電源、洗浄装置、アーク溶接機器、歯科用機器、スイッチングパ

ワーサプライ

３．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適

用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期連結会計期間の営業利

益は「半導体事業」が１百万円、「電源機器事業」が44百万円減少しております。

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

        （単位：百万円）
  半導体事業  電源機器事業  計  消去又は全社  連結

売上高                          

(1)外部顧客に対する売上

高
 1,453 2,850 4,303 －  4,303

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
 －  －  －  －  －

計  1,453 2,850 4,303 －  4,303

営業損失（△）  △411 △353 △765 －  △765

　（注）１．事業区分の方法

　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

半導体事業

パワーＩＧＢＴモジュール、パワーＭＯＳＦＥＴモジュール、ＩＰＭ（インテリジェン

ト・パワー・モジュール）、パワートランジスタ、ダイオード、サイリスタ、トライアッ

ク

電源機器事業

直流電源、金属表面処理用電源、交流無停電電源装置、電動機制御用電源、電気炉用電

源、調光装置、光源機器用電源、洗浄装置、アーク溶接機器、歯科用機器、スイッチングパ

ワーサプライ
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

          （単位：百万円）
  日本  北米地域  アジア地域  計  消去又は全社 連結

売上高                               

(1)外部顧客に対する 売上高 6,444 630 1,062 8,137 －  8,137

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
 1,363 18 24 1,406 (1,406) －

計  7,808 649 1,086 9,543 (1,406) 8,137

営業利益（△は営業損失）  568 37 △14 591 (27) 564

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米地域　　………　米国

(2）アジア地域　………　中国（香港）（上海）、シンガポール

３．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適

用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期連結会計期間の「日

本」の営業利益は、46百万円減少しております。

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

          （単位：百万円）
  日本  北米地域  アジア地域  計  消去又は全社 連結

売上高                               

(1)外部顧客に対する 売上高 3,061 551 690 4,303 －  4,303

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
 686 4  31 722 (722) －

計  3,748 556 722 5,026 (722) 4,303

営業利益（△は営業損失）  △777 4  △61 △835 (△70) △765

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米地域　　………　米国

(2）アジア地域　………　中国（香港）（上海）、シンガポール
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

  北米地域 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 587 1,749 95 2,431

Ⅱ 連結売上高（百万円）             8,137

Ⅲ
連結売上高に占める海外売上

高の割合(％)
7.2 21.5 1.2 29.9

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米地域　　　………　米国、カナダ

(2）アジア地域　　………　中国、韓国、シンガポール他

(3）その他の地域　………　ドイツ他

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域への売上高（但し、連結会社間の内部売上高を除

く）であります。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

  北米地域 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 528 812 43 1,383

Ⅱ 連結売上高（百万円）             4,303

Ⅲ
連結売上高に占める海外売上

高の割合(％)
12.3 18.9 1.0 32.1

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米地域　　　………　米国、カナダ

(2）アジア地域　　………　中国、韓国、シンガポール他

(3）その他の地域　………　ドイツ他

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域への売上高（但し、連結会社間の内部売上高を除

く）であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 854.93円 １株当たり純資産額 920.79円

２．１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 22.30円

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額（△） △60.53円

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 282 △765

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
282 △765

期中平均株式数（千株） 12,648 12,646
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（重要な後発事象）

　　　　　前第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　　至　平成20年６月30日）

　        該当事項はありません。

　

　　　　　当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　　至　平成21年６月30日）

　　　　　（子会社の解散）

　　　　　非連結子会社であるサンレックスヨーロッパGmbHの解散を、平成21年７月28日開催の取締役会で決議いたしました。

　　　　　（１）解散の理由

　　　　　　　　当社は、欧州市場での電力用半導体及び電源機器事業の強化の為、平成４年に販売会社サンレックスヨーロッパ

GmbHを設立いたしました。

　　　　　　　　サンレックスヨーロッパGmbHはミュンヘンに販売拠点を設け固有の技術を活かし、主に汎用インバータ用パワー

モジュール等の電力用半導体を中心に販売をしてまいりました。しかし、先の米国サブプライムローン問

題に端を発した世界経済への影響が欧州の事業環境にまでおよび、将来的に欧州での事業の継続性・採算

性を慎重に検討した結果、この度解散することといたしました。

　　　　　　　

　　　　　（２）当該子会社の概要

　　　　　　　　①　商　　　号　　Sanrex Europe GmbH（サンレックスヨーロッパGmbH）

　　　　　　　　②　所　在　地　　DessauerStr.6 D-80992 Munich Germany

　　　　　　　　③　代　表　者　　佐々木　貢

　　　　　　　　④　事業内容　　　電力用半導体及び電源機器の販売

　　　　　　　　⑤　設立年月日　　平成４年４月21日

　　　　　　　　⑥　資　本　金　　127,822.97ユーロ

　　　　　　　　⑦　主な株主構成　サンレックスコーポレーション100%

　　　　　　　　　　　　　　　　　（サンレックスコーポレーションは㈱三社電機製作所の100％子会社）

　

　　　　　（３）解散の日程

　　　　　　　　平成21年７月31日以降をもって清算手続きを行う予定であります。

　

　　　　　（４）今後の見通し

　　　　　　　　同社の清算に伴う損失見込額は四半期連結財務諸表に適切に計上しております。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

株式会社三社電機製作所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 藤岡　孝史　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　俊介　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 藤田　立雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三社電機製

作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三社電機製作所及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月７日

株式会社三社電機製作所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　　俊介　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 和田林　一毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三社電機製

作所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三社電機製作所及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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